
教養教育講演会  29  

教養教育講演会  

目 的 教養教育と専門教育の調和ある4年一層教育について、新たな視点で考える。  

日 時  平成9年10月31日14：00～16：00  

場 所  教育学部第3会議室  

講 師 乗京大学名誉教授・国立学校財務センター・研究部教授 天 野 郁 夫  

演 題  これからの大学数育と教養教育   

講演要旨   

ご承知のように1991年の設置基準改正以降、どの大学でも改革が一層のブーム状態になりまし  

たが、その改革には2つの目玉がありました。第一・は教養部の改組、解体です。約30の大学の教  

養部の解体再編が今春はば終了しました。第二の目玉は大学院の妥点化です。東京大学にはじま  

り、教員の組織を学部から大学院に移すてとが、幾っかの大学で進みました。また、大学院の規  

模を拡大し、新しい大学院の研究科設置の作業も大分進んでいますが、財政が厳しくなったこと  

もありほぼ－・段落の状態です。   

6～7年を経て－、ひとつの局面が過ぎたかなという気がしないでもありません。しかし国立大  

学には今、新しい問題が起こりつつあります－。その一つは国立大学の設置形態についての議論で  

す。エーージュンシーイヒ、民営化等の意見が出ています。エージェ・ンシ、－はイギリスの改革から取っ  

て・きた言葉ですが、イギリスの大学はエー・ジ．ェ．ンシー ではありません。それを日本で国立大学を  

ェー・ジェンシー化しようということで、具体的に．どうするのか理解し難いものがあります。いず  

れにして・も国立大学の現在のあり方、設置形態が時代の要求に合って－いないのではという声が随  

所で出ています。最近は労働組合までの連合が国立大学廃止論を唱えるという奇妙な時代になっ  

ています。   

将来のことは判りませんが、差し迫った問題としてもうひとっ国立大学の入学定員問題があり  

ます。今年になって教員養成学部の入学定員5千名削減が言われるようになりました。教員養成  

課程の入学定員は最盛期には約2万人でしたが、現在は1万5千人。その上さらに5千人ですか  

ら極めて大きな削減案です。教員養成系の学部は全国で51あります。文部省に明確な施策がある  

のかどうかは別にして、教員養成学部の動揺は否めません。教養部に次いで、国立大学の組織構  

造を揺さぶるようなものになるかもしれません。   

こうしたことを考えます・と現在まで進んできた制度改革ですべてが終わったわけ■ではなく、改  

革は新しい局面を迎えていると見るべきではないかという思いが強くします。   

ところで、現在進行中の大学改革の中心的課題は教育改革だろうと思います。今春、『大学に  

教育革命を』という著書を出しましたが、実際大学や国立大学で革命的な変化が起こらなければ  

ならない局面を迎えているのではないか。教養部が改組されたとき、当然のことですが一般教育  

の改組、解体が起こりました。そして大方の大学で、一般教育にあたる部分が教養教育と呼ばれ  

るようになりました。しかし、－・般教育が解体、再編されて教養教育になったことで、全てが終   
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わったわけではありません。問題ははじまったばかりで、これからは専門教育の再編と、専門教  

育と教養教育の関係の再検討と再編が控えています－。大学の教育改革は一般教育だけではなく、  

専門教育が変わらなければ終わりません。ところがこの間題について大学の先生方の認識はけ・っ  

して充分ではありません。一般教育の改革で終わったと受け止めている先生方も少なくないよう  

です。   

これまでの教育改革の状況について文部省は毎年調査を行っていますが、たしかに大学の「小  

道具」の改革、例えばシラバスをっくる。二学期制、つまりセメスター・制導入する。学生による  

授業評価制度を導入する。教授法の改善等をするの小道具の改革はたしかに進んでいます・。しか  

し大切なのはカリキュ・ラムそのもの、或いはその背後にある学科、講座、学部等の組織、つまり  

大道具だと思います。この大道具の部分の再検討を教養部、・－・般教育部の解体と並行して進める  

必要があったと思うのですが、まだ残されたままになっています。   

教養部の改組、解体後の変化について－は数年前に国大協が大がかりな調査を実施しました。そ  

の結果をみると、授業科目の名前や単位数が変わったことこは判るのですが、実際に何が起きてい  

るのかそれだけでは判りにくい。そこで昨年末から今春にかけて、いくつかの大学の訪問調査を  

し、率直に－・般教育解体後、教養教育にどんな問題が生じて－いるのかをお聞きしました。北は東  

北大から南の九大まで、様々な大学を訪ねましたが、大半が大規模な総合大学です。香川大学は  

4学部だけの比較的小規模な大学ですから問題の性格が多少異なるかとは思いますが、関係の先  

生方とお話したところではやはり、共通の問題を抱えているように思います。   

教養教育に変わってから、それまでとは異なる新しい問題が起きている。そこで教養部は・一体  

何だったのか、－・般教育部は何だったのかを改めて考えてみる必要があると思うのです。教養部  

は昭和40年代前後の時期に、文部省が各地の国立大学に設置したものです■。それまで一一般教育は  

独立の組織を持っていませんでしたが、それを部局として認め、教養部長を置き、スタッフや予  

算面でも配慮する、教育組織として確立する、ということで教養部をっくりました。日本の大学  

は専門学部制をとる縦割りの組織です。その組織で教養部は縦割り組織を様に繋ぐ組織として、  

全学的組織として生まれました。教養部のカリキュ・ラムは大学設置基準で枠付けられていまして、  

極めて安定的でした。カリキュラムは構造化されていて－、一定の単位数をある枠で取るように．定  

められていました。・一般教育の理念が改めて問われることばなく、設置基準通りに実施していれ  

ばそれで成立していると考えられて－いたと思います。もちろん一般教育のあり方に関心を持っ一・  

郡の熱心な先生方は、一・般教育とは何か、教養教育は何かを絶えず問い続け、総合科冒を・設ける  

等、様々な改善の努力をしてきました。しかし、全体として－・般教育は厳しく統制されていた反  

面、教育課程として庇護され、守られてきたといってよいと思います。専門教育の方からは・一・般  

教育不要論や一腰教育の削減要求が、度々出されていましたが、80年代末までその枠は守られて  

きたわけです■。しかし、1991年の設置基準の改正以後、状況は大きく変わり、殆どの大学で組織  

が解体してしまったことはご承知の通りです。解体は文部省が求めたのだとか、大学側が自主的  

に取り組んだのだ等、様々な説がありますが、教養部の改組・解体に大学内部の関係者が強く反  

対しなかったことは事実です。一・般教育は強い反対もなく教養教育に看板を変えてしまったので  

す。   

こうした看板変更後、二つの問題が生じてきました。・一つは教養教育の責任を誰が背負うのか、   
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もう一一つは教養教育の理念は何かという問題です。設置基準が規制し、教養部が設けられていた  

時代には、自覚的に問題にされることはなかった二つの問題が新しく登場してきたわけです。第  

一・の教養部に代わる責任を誰が持つのかという問題への対応は、大学によって様々ですが、大き  

く分けて－全学委員会方式と、センター・方式、責任部局方式の三つがあるように思います。基本的  

にはそれぞれ別のものですが、大学によって様々な組み合わせで存在しています。どちらにして  

も教養教育の費任は大学全体が負うことになり、その象徴として－前述の三つの方式が登場したわ  

けです。新しいシステムは全学協力体制、全学出動体制と言われています。教養教育の運営に全  

学的な協力が必要であることば明らかです。センター・方式や責任部局制を取っ、ている大学でも全  

学委員会が置かれ、各部局の代表が教養教育の運営、実施に当たっています。責任部局制を取っ  

て－いる大学はそれ程多くはないようです。例えば、京都大学は教養部改組後にできた総合人間学  

部が貴任部局で、広島大学では総合科学部が貴任部局です■が、文学部と理学部を責任部局に指定  

している大学もあります。   

教養部に変わってつくられる学部は基本的に専門学部です■。賓任部局といってもひとっの専門  

学部だけが教養教育の責任を持つことばありえ．ませんから、責任部局制を取っている大学でも、  

全学委員会を外側に置いています。センター方式は大学教育センタ、一等のセンターを持っている  

大学で、組織はあまり大きくなく、2～3名の専任教官と若干の事務官がついて－いるだけです。  

センタ、一点は教養部時代の教養部長さんがなっているとこ．ろが多いようです。センタ・一・は全学的  

な教養教育実施のための中核的組織ですが、センタ、一だけで全体を動かすことはできません。調  

査や助言が主な仕事で、会議を招集し、調整機能、事務的機能を果たしています－。   

結局、全体を動かしているのは全学委員会ということになります。教養教育は全学的合意を前  

提に運営される。委員会には各学部選出の委員が集まりますが、委員はそれぞれの学部の利益代  

表ですから、合議の上で教養教育の理念等について、ラジカルな案を決めるのは難しい。委員会  

や委員長の権限にも難しい問題があります。委員会方式では委員は各学部から一定の任期で選出  

されますから、継続性が維持し難い。教養教育の運営に力を注げば注ぐ程、会議も頻繁になり、  

委員からは負担過剰の悲鳴が聞こえてきます。名古屋大学では全学委員会方式の運営が巧くいっ  

て－いるようですが、その反面、関係者からは会議の数が多く、委員会の貴任が大きすぎるという  

意見もあるようです－。   

全学委員会方式、責任部局制、センター方式のいずれにして－も、誰が教養教育の茸任を負うか  

という問題が曖昧なままに事態がで進行しているという印象を強く持ちました。教養教育の理念  

をどうするかにまではなかなか話が及ばす、授業のコマ数をどう配分す－るか、部局間の利害をど  

う調整するかにエネルギーが注がれて－いるように見えます。しかも、現在実施の教養教育は教養  

部時代の－麒教育の枠組みを基本的な前提にし、その中で削減や追加等の修正して発足しました。  

ともかく4年間やってみる、その後にもう1一度見直しをするということでやってきて、今、その  

見直しの時期が釆ています。いくつかの大学で教養教育の再検討をはじめていますが、作業は相  

当難しい問題を抱えています。理由の一つは教員の世代交代です。改革に関わった先生方が減り、  

同時に暗黙の合意や理解が失われつつあります。その上、かつての教養部の先生方は専門学部に  

分属し、責任主体が暖昧になっています。教養教育の理念の再確認を行われなければならないの  

ですが、全学委員会方式では難しく、しかも今までの授業のコマ数や負担を大幅に変更するこ．と   
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になると部局間の利害が絡み、根本的な再編成までには至りません。4年後に見直しをと考えて  

きた大学でも結論に至らず、改正、改革を先伸ばししているのが実情です■。教養教育の貴任主体  

をどうするかは、教養部解体後に浮上した最大の問題ですが、これがベストだとの改革案はない、  

というのが現状です。   

もう・一つの問題は、教養教育の理念に関わるものです。多くの大学でどのように検討されたの  

か、詳しくは判りませんが、ともかく一・般教育の解体が起こり、様々な工夫を凝らした教養教育  

の実施という方向で進んできました。しかし改革の理念からしますと、単に・一般教育の改革だけ  

ではなく、・－・般教育と専門教育の境界を取り払い、4年間の学部教育編成を自由化することが設  

置基準改正の基本的な方向だったことを再確認する必要があります。教養教育をどうするのかは、  

4年間の学部数育、最近は学士課程教育ともいいますが、それをどう組み立てるのか、学部数育、  

学士課程教育の理念の問題として捉えられなければなりません。   

このように考えます－と、日本の学部段階での教育が専門学部制を取っていることをあらためて  

考えてみる必要が出てきます。今回の設置基準改正のモデルは、アメリカの学部段階の教育にあ  

ると十・般に理解されています。アメリカの学部段階の教育は学士課程教育であって、－・般教育と  

専門教育の境界がなく、学生の自由な選択によって、メジャー・、マイナ・－・の形で履修をし、高度  

の専門職実数育よりも教養重視の教育として進められているという理解です。日本の大学もその  

方向にというのが、基本的理念でした。しかし日本の大学とアメリカの大学には大きな遠いがあ  

ります。日本は専門学部制ですが、アメリカの場合、学部段階には単一・のカレッジがあるだけで、  

全員の学生がそこに所属し、科目選択をしながら自分の専攻を決めていきます－。日本の場合、入  

口は専門学部別に分かれて－います。専門学部は学問領域に対応しており、学部名称も基本的に決  

まっています。専門学部は教育組織であるとともに、研究組織でもあり、専門を同じくする教員  

の組織でもあります。学生はそこに所属し専門教育を受け■る。専門学部は予算の配分や管理運営  

の単位でもあります。したがって教授会自治とは専門学部の教授会の自治権を意壊しているわけ  

です。   

専門学部は組織として縦割りで、大学はその縦割りの専門学部の連合体として存在しています。  

とくに地方の国立大学のなかには戦後、一・県鵬大学の原則に基づき、様々な高等教育機関が統合  

され設立されたところが多く、キャンパスも分離しているところが少なくありません。伝統もキャ  

ンノヾスも異なり、しかも専門領域を異にする人たちの集まりであるわけで、国立大学の学部連合  

体的な性格は、私学よりも強いと言ってよいでしょう。そうした申で教養部は、唯一・の横割りの  

組織でしたが、それが無くなってしまった。言い換えれば組織の縦割りが下まで貫徹した。教養  

部がなくなったことで、事実上組織の専門教育優位の体制に移行したのだということを理解して  

おかなければなりません。   

こうした現代では教養教育は、完全縦割り化した組織の中でのカリキュラムの共通部分として  

存在しているだけで、そのための組織はありません。組織のないまま、専門学部を横に繋ぐカリ  

キュラムを運営す－るという状況になっています。教養部の教員は全員が専門学部に所属するよう  

になりました。大学院の研究科を新設して所属をそこに移した大学もありますし、外国語や体育  

関係の教員については独立のセンター・を設置している大学もありますが、基本的には全員がどこ  

かの専門学部に所属す－るようになりました。つまり教養教育の先生方自身が専門教育の担当者に   
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なり、専門学部を本拠地に、教養教育のために出動することになったわけです。   

教員の所属が専門学部になっただけではなく、日本の大学は伝統的に研究を重視し、教員の業  

績評価も研究中心に行われて－います。大学の教員は基本的に専門研究者です－から、自分の専門に  

対応した授業科目を担当したいという要求が強い。教養部の改組がスムーズに進んだ背景にはそ  

うした教員の側の専門志向・研究志向が根強くあったことは事実です。専門志向の先生方が専門  

学部に所属し、専門教育を担当すれば、その分、教養教育へ注ぐ力は削がれます。ティーチング・  

ロー・ドという言葉がありますが、教養教育が割り当て－られたコマ数を消化するだけになったとし  

ても不思議ないわけです。実際に教養部が改組され、教員が各学部に分属したあと、教養教育の  

コマ数の割り振りは、教員を引きついだポスト数に応じて、その教員が旧教養部時代に負担して  

いたコマ数、例えば4コマなら4コマ×人数分を当該学部から出し、教養部から移った教員が基  

本的にそれを担当す－るという取り決めをしている大学が多いように思われます。定年やその他の  

理由で当該教員が退職した後の補充の仕方は大学によってちがいますが、例えば“あなたのポス  

トは教養部から移されたポストだから，，と、教養科目の4コマを持っことをあらかじめ条件とし  

て人事が行われるケー・スも少なくないようです。割り当て消化的な考え方は、その点とも深く関  

わって－いるように思えます。   

ところで教養部の改組後、専門教育重視の傾向がさらに強まったと申しましたが、それは4年  

一層教育の必要性が言われる中で、一段と強化されているように思います。4年一貫教育で、教  

養の単位はどの学年でも取れるようにしようという考えの大学が多いようですが、その中で専門  

教育は1年次下りて一計て－います。同時に教養教育の科目が多くの大学で、基本的に削減されるこ  

とになりました。全体的に見て専門教育の単位数が増え、学生たちは1年から専門教育を受け－る  

ようになったわけです。   

学生はこうした改革にどう適応したのでしょうか。大学によって異なりますが、－・般的な傾向  

として学生たちは最初の一年間で可能な限り教養科目を消化しようとしているようです。高校の  

時間割のような授業に過剰登録をし、やさしい科目で単位を満たそうとする傾向が、多くの大学  

で起きています。科目選択の幅が広がったことから楽勝科目と呼ばれる科目に受講生が集中し、  

大きな偏りが生じている大学が少なくありません。そうした状況で、学生の履修に系統性が薄れ  

っっあります。この問題は教養教育のカリキュ．ラム改革が進みはじめた時期に就職協定廃止が実  

施されたこととも大きな関わりがあると思います。就職活動が3年生の末噴からはじめられるよ  

うになり、学生たちは早い時期に教養教育の科目を取ってしまう傾向が強まったわけです。とく  

に文科系の学生では4年次にはあまり授業を取らなぐて済むよう、とくに教養関係の科目を1年  

次に取ってしまう傾向が顕著になっています。   

こうして専門教育の支配が低学年にまで及んできているわけですが、その傾向はとくに理工系  

の学部で強い。理工系の場合は知識が構造化されており、専門分化が進んでいますから、専門基  

礎という名称で専門教育か1年次まで下りてくる。設置基準の改正が実施されたときには、専門  

教育委視の大学や学部があってもいいし、逆に教養教育を重視する大学、学部があって－もいいと  

繰り返し言われてきましたが、実際には教養重視はスロー・ガン倒れで、専門教育の方が、理系は  

もちろん文系でも強化される形で、改革後の4～5年は進んできたように思います。   

問題は、どこの大学でも同じことですが、教養部というこれまであった教養教育のバックアッ   
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プ組織を解体した後で教養教育をどうするのかにあります。教養教育あり方を問え．ば、必ずその  

理念が全学的問題になりますが、それは抽象的議論になりやすい。全学委員会で各学部選出の委  

員が理念を議論しても合意に至るのは困難なことこだろうと思います。理念を議論するよりも、コ  

マ数をどうするのかといったテクニカルな問題に話が集中してしまいがちです。アメリかでは学  

部段階は全ての学生が一つの学部に所属しており、その中で科目の選択履修を行います。ここで  

も教養教育については繰り返し議論がされていて、全面的な合意に達成するのは容易ではないよ  

うです。アメリカで教養教育の問題を真剣に議論しているのはリベラルアーツカレッジと呼ばれ  

る、教養教育だけを行っている小規模の私立大学か、研究大学と呼ばれるハ、－バードやスタンフオ・－・  

ドのような研究能力の高い、研究志向の大学です■。一・般の大学では議論されにくいのが実態のよ  

うです。ある調査によりますと、アメリカの州立大学の多くは4年間の学部数育カリキュラムの  

最初の2年間を、日本のかつて－の教養部の教育に似た、人文・自然・社会の3系列から何単位か  

を取るという、形式的な・－・般教育の構造をとっているようです。半分ぐらいはそうしたタイプの  

大学であることがわかっています。   

日本の大学の特徴はそうしたアメリカとは異なり、学部段階での教育が複数の専門学部から成  

り立って－いるところにあります。その中で教養教育の問題を考えなければならない。専門学部間  

の合意がなけ■れば教養教育が成り立たないわけです。つまりそれは各専門学部がそれぞれの教育  

目標をどう設定し、どのような人間像を想定して、専門教育を行うかと切り離せない関係にある  

わけです。専門教育として、専門学部でどのような教育目標をたでて－教育をするのか。専門的な  

職業人を養成するのか。研究者を養成するのか。産業社会での－・般的な教養を持った市民を養成  

するのか。それがはっきりしない限り教養教育の形や理念を鮮明に描くことは難しい。   

この問題は教養とは何かということにも深い関わりを持っています。「教養」というと、まず  

思いうかぶのは、「旧制高等学校」ではないかと思います。かつて大学がごくひと握りの人達の  

教育と学習の場であった時代には、教養理念ははっきりしていました。基本的には、哲学・歴史・  

文学といった人文学的な教養でした。そこで古典的な教養を身につけてもらう。遡ればヨーロッ  

パのギリシャ、ラテンの古典学や東洋の漢学です。19世紀から20世紀にかけてのアメリカの大学  

は、古典的な書物、「グレー・卜・ブックス」を学生達に読ませるこ．とが教養教育だと考えられて－  

いましたが、その中心は人文学的なものでした。旧制高等学校の教養にも人文学的な教育が前提  

にあったと思います。   

戟後、旧制高校が姿を消し、大学が急速に量的な拡大を遂げるようになりますと、大学の教養  

理念は人文学の他に社会科学や自然科学の基礎的知識を併せ持っ、バランスのとれた知識、素養  

を身に付けた人達を育てることが、新しい教養教育の理念に変わりました。産業社会の教養市民  

像、学識を持った市民の養成が前提とされたわけです’。それが・一・般教育の基礎、前提になってい  

た教養の考え方だったと思います。その時代からさらに進学率が高まり、今春の進学率は大学で  

33％、短大が13％で、合わせると46′－7％の高さになっています。こういう段階の高等教育をユ  

ニノヾ－ サル化した高等教育といいます。高校卒業の全ての人達に希望すれば進学のチャンスが与  

えられるような状況を指していますが、日本の高等教育もそれに近い状況になってきたわけです。  

このように「普遍化」した高等教育のもとで、全ての人達に共通の教養教育というのは、おそら  

く不可能でしょう。それだけでなく、価値の多元化が進み、文化的にも多元的な状況が生じてい   
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ます。アメリカの研究志向型の私立大学で学部段階の教育、リベラルアーツ教育を議論する場合、  

問題点はそうした価値の多元化や文化的多元化にどう対応す－るかにあるようです。それを踏まえ  

ていかに新しい教養教育の理念を組み立てるかが、古典的教養教育を中心に考えてきた大学で問  

題になりはじめているわけです。日本でも同様の問題が生じはじめています。   

それだけでなく急激な情報化の進行に加えて、いまは安定した共通の知の体系が崩れっっある  

時代でもあります・。概論的知識が成り立たなくなり代表的な学者の書いたテキストを多くの大学  

の教員が使うという時代ではなくなりました。テキストを執筆すること自体が難しい時代になっ  

てきています。カリキュラムの多様化は避けられない方向にあるわけで、選択科目制度の大幅な  

拡大も、知の体系の変化の現れと受け止めるべきかも知れません。   

教養教育の構想や編成の主体は誰なのかという問題はそうした状況のなかで出てきているわけ  

です。教養部が存在した時代には、それは教養部の先生方の責任だと考えられていました。しか  

し、教養部が姿を消した今、責任はどこにあるのか。専門学部制をとる日本の大学の場合には、  

それが専門学部の教員以外に存在しないこ．とを、改めて確認しておく必要があるだろうと思いま  

す。自分の所属している専門学部の学生達に何を共通に学ばせるのか。専門教育担当の専門学部  

の教員の他に責任を負う人達はもはや存在しません。これまで教養教育の問題は教養部所属のひ  

と握りの先生方の問題でした。教養部の改組後もかつて一般教育担当の教員が基本的に新しい教  

養教育を担ってきたのだと思います。つまり教養部の遺産を前提として教養教育は成り立ってき  

たのではないか。その遺産が今、徐々になくなりつつあります。そうした中で、改めて教養教育  

のあり方を考えるとすれば、それは専門学部がそれぞれに考えなければならない。   

学士課程教育、学部教育がどのような目的を持ち、どんな人間像を想定し、学生達に何を与え  

ようとするのか。それぞれの専門学部の真剣な検討や議論をへなけ■れば、教養教育の新しい理念  

と構造が決められない段階にきているのではないかと思うのです。教養教育をティーチ・ングロ、－  

ドとして、割り当てたコマ数をどう消化するかを考えるだけでは、教養教育が育たないことははっ  

きりしています。教養教育の問題をどうするかば専門学部の教育と切り離せない関係にあり、教  

養教育のあり方を考えるのは専門部教育担．当の教員の他にはないということを申し上げたいので  

す。   

これまでの学部段階のカリキュラムは、学問の側から、または研究の論理に立って－とも言えま  

すが、ある学問の体系があり、それに対応して授業科目を開設し、その総体が専門教育のカリキtユ  

ラムを構成するという、学科目制、講座制いずれも似たような構造になって－いました。それがど  

こまでのニーズにみあっているかば今まであまり問題にされてきませんでした。この春、東京大  

学が2冊目の白書（学部教育特集）を出しましたが、それを読みます－と各学部がどのような学部  

教育の問題を抱えているのかが書いており、一層の自己点検評価になっていることがわかります。  

そこで明らかにされているのは、専門学部での教育が学生たちの卒業後の進路との関わり合いを・  

どんどん失いっつあり、それが教員の側で危機として認識さればじめているということです。東  

京大学には10の学部がありますが、その中には専門職業教育中心の医学部のような学部もありま  

すが、それ以外の学部では学部段階での教育が完結的な専門教育、専門職業教育としての意味を  

持たなくなってきていることが指摘されています。とくに文科系学部でその傾向が顕著です。私  

は教育学部におりましたが、教育学部を卒業した学生たちは、教員になるわけではありません。   
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大多数は普通の民間企業に就職していくわけで、それは文学部も同様です。法学部はまだ司法試  

験や国家公務員上級試験を受け■る人たちがそれぞれ3分の1近くを占めていますが、あとは民間  

企業に就職する人たちです。ここでも全員が法律職に就くわけ■ではない。経済学部の卒業生も同  

様で、研究者になる学生は限られています。教員の方はそれぞれに研究者としての専門領域を持っ  

て－おり、最新の研究成果を学生たちに教えたいと思っていても、学生たちの側からすれば卒業後  

の進路にあまり関係がありませんから、授業が面白くない。経済学部はどこの大学でも共通した  

傾向のようですが、あまり勉学にコミットしない、授業に出ようとしない、出ても授業に高い評  

価を与えない学生が多い。大学での専門教育の中身と学生たちのニーズ、卒業後の進路との対応  

関係が薄れてきているわけです。理工系の学部にも問題があります。大学院進学が増えていまし  

て、とくに理学部ではほぼ全員が大学院に進学し、工学部では3分の2以上が大学院に進学して  

います。そうなると大学院での高度の専門教育と学部段階での専門教育との関係の問題が生じて  

きます。東大の場合、本郷での学部の2年間、何を教えればいいのか。下手をすると大学院と学  

部の境界が唆味なままで大学院の修士課程をあわせて6年間、テクニカルな教育を行うことになっ  

てしまう。それについて－の危機感が工学部の先生方の中にはあるようです。そういう問題が東京  

大学の白書には率直に語られています。   

実は学部の専門教育には日本の企業もあまり関心を持っていません。とくに文系の場合、学部  

を問わない採用が一般的で、学部で何を学んだかは殆ど問題にされません。文学部、教育学部、  

経済学部の間に、例えば、経済学部の卒業生は金融関係の就職者が多いというような違いはあっ  

ても、就職する企業の種類の違いが殆どなくなって－きています。企業の側は出身学部にこだわら  

なくなっているわけです。このことば別の見方をすれば、学部教育が－・種の基礎教育化（教養教  

育化）していることを意味しています。専門教育にこだわっているのは教師の側で、学生側は例  

えば経済学部の学生は経済学をメジャーとするある種の教養教育を受けていると考えているのか  

もしれません。東京大学の文系の学部は本郷キャンパスに集中していますが、学生たちは法学、  

経済学、文学、教育の学部間でかなり自由に単位を取得しています。自分の興味関心や進路にレ  

リバントな科目であれば、学部に関係なく履修す－る方向に変化してきているわけです。にも関わ  

らず教員の側は依然として、専門学部と専門研究の枠の中で学生に対している。   

たくさん開設されるようになった新名称学部の問題もこのことと深い関わりを持っているよう  

に思われます。有名なのは慶応大学の総合政策学部や環境情報学部ですが、新旧取り混ぜて各地  

の大学で新名称の学部が創設されています。政策、環境、情報、国際などを組み合わせた学部が  

登場しているわけですが、これら新名称学部はそれに対応する特定の学問領域を持っていないの  

が特徴です。学際的、超域的、などという言葉もありますが、特定の学問領域にこだわらないカ  

リキュラム編成をとっている。学問の論理研究の論理側からカリキュラムを組み立て－るのではな  

くて、学生たちが何を必要としているのか、それを前提して何を教えたらいいのか。教育の目標  

や理念の側からカリキュラムを組み立てているのが特徴です。既存の学部の改組はなかなかでき  

ませんから、こうした学部は新設が通例です。慶応の2学部も湘南の藤沢にキャンパスを設けて  

います－。立命館、同志社、中央大学もそれぞれに既存の学部とは別に学部を創設し、新しいカリ  

キ、ユラムを組み立てています。カリキュ．ラムは最初から学部の4年間全体を捉えた編成になって  

いるわけで、教養教育と専門教育の新しい統合が前提です。専門教育と教養教育の新しい組み合   
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わせというより、そ・の境界を設け■ず、ニつのものを一体化してカリキ．ユ．ラムを組んでいると言っ  

た方が正しいかも知れません。   

こうした新しいカリキュラムの新学部が、どのような意味を持っているのかについて、様々な  

評価の仕方があるかと思いますが、それらが目指しているのはなによりも高度産業社会型の新し  

い教養教育の形ではないかとも思われます。慶応の2学部の場合理系、文系という枠を越えた新  

しい教育を受け■た人たちが育っています。そこでの教育は明治の初め福沢諭吉がいった‘実学”  

に近いもので、新しいタイプの“実学’’といっていいかもしれません。そこで重視されて－いるの  

は①リビング・イングリッシェ．が中心の生きた外国語教育と②情報処理教育、そして③問題解決  

能力を育てるためのカリキュ．ラム編成や教育です。この三つが教養かという疑問、これらはいわ  

ば、手段であってそれ自体は教養ではないと言われるかも知れません。しかし、これからの虚業  

社会を生きていく上で、この三つはべ、－・シックな、基本的な能力だと思われますし、こ．れこそが  

新しい時代の教養の基本的な部分と見るべきかもしれません。   

問題はそれらを単にテクニックとして教えるのではなく、より大きなテー・マにかかわらせて教  

えていく大学としての基本的理念にあります。高く評価し過ぎかもしれませんが、少なくとも教  

育の理念を鮮明に打ち出して改革に取り組んでいる大学のなかには、そうした理念が、カリキュ  

ラムに貴かれていると．ころが多いように思います－。   

新名称の学部の出現は、大学の中の他の伝統的学部にも一定の影響を及ばさずにはおきません。  

慶魔の湘南。藤沢キャンパスの新学部が成功し、卒業生の評判も高いことから、三田のキャパス  

でも従来のカリキュラムや教育のあり方の再検討がはじまっているようです。他の大学でも既存  

の伝統的学部のなかに学科や講座間の壁を取り払い、総合的なカリキュ．ラムを組む動きが広がり  

つつあります。東京大学のような伝統的、保守的な体質の大学でも各学部が今までとは違う新し  

い組織に転換しつつあります。たとえば農学部では内部組織の組み替えが進み、林学や農学、農  

芸化学といった伝統的な学科名称が姿を消して－いますし、講座も′ト講座制がなくなり、大洋座化  

が進んでいます。それは別の見方をすれぼ専門教育の問い直しが進んでいることを意味している  

わけです。   

東京大学には教養学部という組織があるために、教養教育と専門教育の関係をどうするかは殆  

ど議論されて－いません。－・部の科目を本郷から駒場に持ち出す動きは強くなりましたが、それ以  

上の改革はされていません。ただ東京大学の場合、大学院の重点化に伴って学部カリキュ．ラムの  

弾力的な編成が可能になりました。学部と大学院とが切り離されたわけです■。その影響で多くの  

学部で専門教育部分の改革が進みはじめたわけです。こうした動きは他大学でもあるでしょうし、  

更に広がるものと思われます。   

教養教育と専門教育との新しい関係を考える場合、大学の個性化、多様化の問題が関わってき  

ます－。大学数は現在、600校に近く、学部数は1，600を数えます。このことば全ての大学、学部が  

同じではありえない状況がますます強くなっていることを意味します。91年に設置基準が大綱化  

されましたが、大学、学部間の多様化促進がその最大の狙いでした。その教育の目的、内容、カ  

リキュラム編成の多様化のねらいは、必ずしも予想通りには進んでいません。しかし、大きな外  

部の力として18歳人口の減少が進み、それとともに大学間の学生獲得競争が激化する傾向にあり  

ます。今までは大学にとって学部確保の最大の手段は入学者選抜の方法でした。私立大学のなか   
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にも11種の入学試験を実施して、学生を集める努力をしているところもあります。いわゆる入試  

の多様化ですが、それもそろそろ限界に来て－います。最近は授業料を学生確保のエストラテジー・  

にして－いる大学もあります。これまでどの大学の授業料も似たような水準にありましたが、事実  

上のディスカウントをする動き、たとえば留学生や社会人学生を集めるために授業料をディスカ  

ウントする動きが既にはじまって－います。また、就職斡旋の強化にも多くの大学で取り組んでい  

ます。こうした様々な手段を越えて、最後に残るのは結局は教育の質の問題、学生たちに何を与  

えられるかの問題です。大学の個性が問われていますが、それは最終的には教育における個性の  

問題、教育理念やカリキュラムの個性の問題に行きつきます。   

すでにふれましたように日本の学士課程教育は専門学部制を取っています－が、これからはそれ  

が次第にこづのタイプに分化し、ディファレンシエ・一・卜していくのではないかと．思います。一つ  

はスク・－・ル化で、アメリカのプロフェショナルスクールのように専門職業教育への傾斜が強まる  

でしょう。たとえば東京農業大学のカリキュラムをみますと一・般教育の部分が大幅に圧縮されて－  

いて、学部段階での専門教育重視の方向に移行しつつあることがうかがわれます。もう一つの方  

向はカレッジ化で、アメリカのカレッジのような基礎的教育、教養的教育の重視の方向です。日  

本の経済学部や文学部では既に専門教育や専門職業教育がメインではないといって－よいでしょう。  

私も教育学部に在職中、学生たちにこ．こでの教育の目的は教育の問題を通して人間と社会を考え  

るこ．とにあると言って－きました。同じことは経済学部や法学部の教育について－もいえるでしょう。  

文科系の大学の多くはそういう方向を強めていくだろうと思うのです－。   

これに対して理科系の学部の多くはスクー・ル化の方向に進むだろうと思います－。日本の工学部  

は学部段階で職業専門教育重視の方向に進んでいるわけですが、他方では既に工学部の卒業生の  

約4分の1が大学院に進学しています。とくに国立大学を中心に大きな大学院を持っている理工  

系の学部は重点が次第に大学院に移ることになるでしょう。今後はそれに応じた学部教育のあり  

方を今後は考えなければなりません。4年間の専門職業教育、プロフェッショナルスクール化か、  

大学院段階中心のスクール化を目指すのか、今後様々な試みが展開されることになると思います。  

医学部も4年間の基礎教育の後での医学専門教育をしようという考えが一部の医学関係者の間か  

ら出ているようですが、日本の学部数育と大学院の関係は次第にアメリカ的方向に近づいていく  

のかもしれません。いずれにしても、大学院に専門職業教育の重点が移ることになれば、何のた  

めの学部教育かが、理工系学部でも問い直されなければならない。その場合の中心的課題は教養  

教育と専門教育との新しい関係のつくり方にあると思います－。   

教養教育のあり方だけを議論していればよかった時代はどうやら終わりに近づきつつあります。  

専門学部制を取りつづけている限り、教養教育のあり方を考えるのは専門学部の教員の他にあり  

ません。責任主体はだれでもなく専門学部の教員にあることをふまえて、新しい教養教育、学部  

教育のあり方を考えていく必要があります。教養部の通産が無くなりつつある今、それがこれか  

らの大学のあり方を考える上での中核的問題ではないでしょうか。   
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